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研究成果の概要（和文）：　本研究課題は、環境問題に事業機会を見出し、資源動員を図ることで新規事業を構築する
社会企業家の理論的・経験的研究である。
　第一に、2000年代以後の社会企業家研究およびソーシャルイノベーション研究の学説史の整理を行った上で、近年の
研究において理論的基盤として期待される制度派組織論との理論的架橋を図り、具体的な調査方法論として言説分析、
ネットワーク分析、社会運動論の導入を行った。
　第二に愛知県の中小企業ネットワークによるコンバージョンEV事業、沖縄県座間味村における珊瑚礁保護を可能とす
るエコツーリズム、東京都多摩地域における林業の6次産業化による持続可能な事業構築を中心とした経験的研究を行
った。

研究成果の概要（英文）：This research program aimed to reconstruct theory of social entrepreneurship and 
social innovation theory. Especially, this research program focusses on a process that find a business 
opportunity in environmental issues, build a new business in achieving the resource mobilization.
First, this research program conducted a survey of social entrepreneurship and social innovation. It aims 
to theoretical bridge of the institutional organizational theory, which is expected as a theoretical 
foundation in recent years of research, and to introduce as research methodologies discourse analysis, 
network analysis and social movement theory in this research.
Secondly, with a focus conversion EV business by small and medium-sized corporate network at Aichi 
Prefecture, eco-tourism to enable coral reef protection at Okinawa Prefecture Zamami-village, a 
sustainable business built by the sixth-order industrialization of forestry in Tokyo Tama area, this 
research program was carried out empirical research.

研究分野： 企業家研究
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
  近年、企業家研究の新たなイシューとし
て注目される社会企業家およびソーシャル
イノベーションは、2000 年代のいわゆる「第
三の道」を雛形とした政策の展開や、NPO、
NGO を中心とした社会問題への対応という
現実面の進行と比して、十分な理論的・経験
的研究が行われているとは言い難かった。 
 実際に我が国においては、上述の「第三の
道」に基づく行政による事業委託制度の整備
や非営利法人設立に関する法整備が進めら
れ、二度の大震災（阪神淡路大震災および東
日本大震災）に対する災害支援、少子化問題、
貧困問題、環境問題への意識の高まりなどか
ら、社会企業家・ソーシャルイノベーション
と呼びうる現象が多数生じつつある。 
 しかいながら、我が国においては、専門学
術誌が創刊され体系化が推し進められてい
る欧米と比して、事例紹介の水準にとどまる
素朴な経験的研究の蓄積が中心であるとい
う、研究領域としての課題を有していた。 
 2010 年代に入り、我が国において萌芽的
生じつつある社会企業家・社会イノベーショ
ンという現象の単なる事例紹介を超えて、欧
米水準の理論的研究を踏まえた分析を行う
だけでなく、政策提言へもつながる学術的研
究が求められていたと考えられる。 
  
２．研究の目的 
 このような研究領域としての課題に対し
て本研究課題は、環境問題を中心とした社会
問題に事業機会を見出し、資源動員を実現す
ることで新規事業を構築する、社会企業家の
具体的な行為を捉え、分析することを目的と
した理論的・経験的研究である。 
 とりわけ、2000 年以後の環境問題への焦
点化に伴う、エコカー減税やエコツーリズム
推進法などの法制化に刺激され、環境問題に
事業機会を見出し、営利企業を創業していく
社会企業家が出現しつつある。 
 本研究課題は、これら我が国の先進事例を
対象に、欧米の理論的展開を踏まえた学説史
の整理を行い、新たな分析枠組みの導出を目
指した。さらに、この分析枠組みに基づいた
経験的研究を行うために必要な調査方法論
として、言説分析、ネットワーク分析、社会
運動論、アクターネットワーク理論を導入す
る可能性を探索した。 
 これらの理論的研究を踏まえて、わが国に
おける環境系ベンチャー企業の先駆的事例
に注目した経験的研究を蓄積していくこと
で、この研究領域の研究水準を欧米レベルに
まで向上させるとともに、政策的パッケージ
を提示していくことを目的とした。 
 
３．研究の方法 
 本研究課題の具体的な研究方法は、（1）社
会企業家およびソーシャルイノベーション
研究の学説史の整理および方法論の検討を
おこなう理論的研究と（2）わが国の先進的

事例に注目した経験的研究の二つで構成さ
れている。 
 
（1） 理論的研究 
 欧米では 2009 年に社会企業家およびソー
シャルイノベーションを対象とする専門学
術 誌 で あ る Journal of Social 
Entrepreneurshipが創刊され、過去に経済学、
経営学、社会学、行政学などで横断的に研究
が蓄積されてきた先行研究を体系化し、独立
した学問領域として形成する試みが進めら
れてきた。本研究課題ではこの研究成果を踏
まえ、我が国における先駆的研究を踏まえた
学説史の整理を行った（表 1）。 
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表 1 本研究課題における先行研究の整理 
 
 その上で、社会企業家研究およびソーシャ
ルイノベーション研究の理論的基盤として
期待されている、制度派組織論の知見を踏ま
えた上で、①倫理を起点とした構造的不利益
としての事業機会の把握と事業構想の構築、
②既存の関係構造を利用した資源動員、③必
要な資源を持つ他者の構造的位置に対応し
た正当化、という新たな分析視角を提示した
（図 1）。さらに、この分析枠組みに基づく調
査方法論として、言説分析、アクターネット
ワーク理論、ネットワーク分析、社会運動論
の適用について研究を行った。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

図 1 本研究課題が導出した分析枠組み 
 



（2） 経験的研究 
 上記の理論的研究と並行して、国内の環境
系ベンチャー企業を対象とした経験的研究
を適宜実施していった（表 2）。 
 具体的には、沖縄県島尻郡座間味村におけ
るダイビング産業の成立に伴うエコツーリ
ズムの構築の経験的研究を、本研究課題にお
いて導出した新たな分析枠組みに基づくパ
イロットスタディとして、アクターネットワ
ーク理論を用いた事例分析を行った。 
 更に、愛知県津島市を中心とした中小企業
連携を通じたコンバージョン EV の開発およ
び普及について、ネットワーク分析を用いた
事例分析を行った。 
 これに加えて、東京都奥多摩地域における
林業の 6次産業化、島根県隠岐郡海士町にお
ける自然環境を利用した第三セクターによ
る地域活性化などの先駆的事例の経験的調
査を行った。 
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表 2 本研究課題の経験的研究一覧 
 
４．研究成果 
 本研究課題から得られた研究成果は、（1）
学会報告、（2）著書、（3）査読付き学術誌、
（4）リサーチペーパー、として発表された。 
 
（1） 学会報告 
 本研究課題に基づく研究成果は、経験的調
査に基づく事例分析として行われた。 
 具体的には、日本ベンチャー学会において、
愛知県における中小企業連携を通じたコン
バージョンEVの開発・普及の事例（2012年）、
ISO9001 を用いたベンチャー企業の経営管理
の事例（2013 年）、隠岐郡海士町における自
然環境を利用した第三セクターによる地域
活性化の事例（2015 年）を対象とした研究報
告を行った。日本情報経営学会では、畜産業
において既存の業界構造を利用した社会企
業家の出現に関する事例分析を行い（2014
年）、Japan Forum of Business and Society
においては、沖縄県島尻郡座間味村における
サンゴ礁を利用したエコツーリズムの実現

におけるダイビング業者の行為戦略に関す
る研究報告を行った（2013 年・国際会議）。  
 
（2） 著書 
 社会企業家研究およびソーシャルイノベ
ーション論の理論的基盤として期待されて
いる、制度派組織論の学説史的展開を踏まえ
た経験的研究として、『制度的企業家』（ナカ
ニシヤ出版）を 2015 年に出版した。同著で
は制度派組織論の詳細な理論的検討が収蔵
されていることに加え、愛知県津島市を中心
とした中小企業連携を通じたコンバージョ
ン EV の開発および普及について、ネットワ
ーク分析を用いた経験的研究と、社会企業家
研究の方法論として期待されている、言説分
析および社会運動論を用いた経験的研究が
掲載されている。 
 また、2013 年に『たまの力：多摩ブルー・
グリーン賞授業企業の NEXTSTAGE』が発刊さ
れ、多摩地域における林業の 6次産業化を進
める株式会社小島工務店および、産業廃棄物
処理の適法化を進める城山産業の事例分析
が収蔵された。 
 
（3） 査読付き学術誌 
 研究報告を行った学会が出版する学会誌
を中心に、積極的に査読付き学術誌への投稿
を行った。 
 まず、本研究課題が導出した新たな分析枠
組みを導出する学説史的研究が、『経営と制
度』に投稿し、査読付き論文として掲載され
た（2012 年）。 
 次いで愛知県津島市を中心とした中小企
業連携を通じたコンバージョン EV の開発お
よび普及事例について、『日本情報経営学会
誌』に査読付き論文として掲載された（2015
年）ことに加え、林業の 6次産業化に関する
経験的研究の予備的考察となる研究が『イノ
ベーション・マネジメント』に査読付き論文
として掲載された（2014 年）。 
 また、本研究課題で検討した方法論である
言説分析を用いた研究が、『日本情報経営学
会誌』に掲載されるとともに（2014 年）、本
研究の理論的枠組みを応用した ISO900 を利
用したベンチャー企業の管理に関する経験
的研究が『日本ベンチャー学会誌 ベンチャ
ー・レビュー』に掲載されてた（2015 年）。 
 

（4） リサーチペーパー 
 本研究課題は社会企業家という先端的な
理論的イシューを扱い、事例としても営利企
業に加え非営利組織や行政組織を取り扱う
関係上、経営学関連学会で査読付き論文を投
稿する機会が限られていた。そのため、研究
活動から得られた研究成果の多くは、首都大
学東京リサーチペーパーとして発表された。 
 具体的には、林業の 6次産業化に関する経
験的研究（2014 年）、6 次産業化に関する学
説史的研究（2016 年）がリサーチペーパーと
して発刊された。 



 上記のリサーチペーパーについては、2015
年度後半より、ソーシャルイノベーションの
観点から編集した書籍として出版計画が進
められており、2016 年度以後に公刊予定であ
る。 
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